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１. 研究の背景と目的 

 近年，少子高齢化・人口減少に伴い，空地・空家とい

った適正な管理がされていない土地や不動産が増加する

など，周辺に外部不経済をもたらす空地・空家が全国的

に増加している。このような現状は，伝統的な建造物が

多く残存する地域においても例外ではない。空地・空家

が増加することにより，まちなみの連続性が失われる等，

歴史的なまちなみの維持・保全を困難にし，価値を減少

させる可能性も考えられる。 

大分県杵築市城下町地区でも，まちづくりの一環とし

て，道路拡幅事業※1 や地区計画が行われてきた一方で，

地区内の事業者や住民は，店舗建替えや引家等の生活環

境の変化を強いられた。結果として，空地や空家の増加

が，大きな課題となっている。 

 これまでの空地・空家に関連する既往研究として，北

川ら 1）は悉皆調査とヒアリング調査を行い，空地がどの

ように分布し，どのような利活用がなされているかとい

う視点から，考察を行っている。しかし，調査対象は空

地のみにとどまっており，空家については明らかにされ

ていない。また迫田ら 2）は土地・建物の現状について整

理することで空地・空家の発生メカニズムを明らかにし

ている。しかし，空地・空家になった要因の分析は行っ

ていない。 

そこで本研究では，杵築市城下町地区における空地・

空家の現状把握を行い，空地・空家の発生メカニズムの

解明を行う。今後の空地・空家の発生・増加を抑制する

ための手がかりを得ると同時に，現在空地・空家となっ

ている土地の利活用の可能性についての手がかりを得る

ことを目的とする。 

２. 研究の方法 

本研究は，杵築市城下町地区内に点在する空地※2・空家

の現状を現地調査により把握する。さらに，各空地・空

家の所有者または周辺住民へのヒアリング調査により，

現地調査では得ることができない発生時期，発生理由等

について把握する。それらをもとに，大分県杵築市城下

町地区の空地・空家の発生メカニズムの解明を行う。 

３. 研究対象地区の概況 

2005 年に杵築市によって施行された杵築市城下町地区

地区計画の範囲内（図 1）の空地・空家を対象とする。8

つの行政区からなる城下町地区は江戸時代に城下町とし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て栄えた。南北の高台に武士が住み，その谷間で商人が

暮らしたまち並みが特徴的である。現在も町家様式，屋

敷様式（北台・南台）をもつ 3 つのエリアに分かれてお

り，これらの性質により本研究では，3 つのエリアごとに

分析を行うこととする。 

４. 現地調査からみる空地・空家の現状 

 城下町地区に存在する，空地・空家の分布状況と現状

を把握するため，現地調査を行った（表 1）。 

空地について，城下町地区内には 76 件の空地が確認さ

れた。最も多く空地が分布しているエリアは南台で，23  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 杵築市城下町地区地区計画範囲と空地・空家の分布図  

南台 北台
50 23 3 76

最大 1359.3 1952.4 225.5 1952.4
最小 31.0 17.9 58.3 17.9
平均 304.8 566.4 117.6 376.6
最大 28.6 45.3 14.7 45.3
最小 5.5 1.1 8.7 1.1
平均 12.8 11.6 11.9 12.9
最大 9.1 7.2 3.6 9.1
最小 2.8 2.7 3.4 2.7
平均 5.9 4.8 3.5 5.5
畑 3 5 8
花壇 3 1 4
駐車場 29 10 1 40
未利用 15 10 2 27

アスファルト 32 7 39
砂利 28 11 39
土 5 5 10
砂地 1 1 2
草地 22 14 3 39

草木（雑草） 25 12 3 40
住宅基礎残存 3 2 5
工作物の有無 9 3 12

その他 0 0
ブロック 23 13 3 39
フェンス 14 9 23
溝 34 1 35
なし 1 1
その他 12 9 1 22
ブロック 10 7 1 18
フェンス 4 9 13
溝 5 5
なし 8 8
その他 27 10 2 39

16 19 8 43
最大 466.6 280.3 173.2 466.6
最小 47.9 30.1 44.5 30.1
平均 156.6 103.3 105.6 121.7
最大 23.1 7.3 3.3 23.1
最小 2.3 1.7 1.6 1.6
平均 8.3 4.1 2.4 5.4
最大 9.0 6.1 5.6 9.0
最小 3.1 2.6 2.9 2.6
平均 5.0 4.4 4.2 4.6

賃貸用の住宅 1 5 6
売却用の住宅 1 1 2

廃屋 1 5 3 9
その他の住宅 13 8 5 26
郵便受け 3 7 1 11
メーター 12 12 2 26

草木の管理 4 10 6 20
修繕必要箇所 4 1 5

表札 2 3 5
1階建て 5 6 5 16
2階建て 9 13 3 25
3階建て 2 2
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50 23 3 76 16 19 8 43

所有者 27 7 2 36 4 2 3 9

周辺住民 21 13 1 35 11 12 3 26
その他 2 3 5 4 1 5

把握できた 48 21 3 72 13 17 6 36
把握できない 2 2 4 3 2 2 7

住宅 15 9 1 25 11 13 6 30
共同住宅 5 1 6 5 1 6
小売商店 18 2 20 5 5
飲食店 3 3 1 1
事務所 1 1 0
病院 1 1 0

小規模工場 2 2 0
その他 10 11 2 23 1 1
道路拡幅 14 14 0
1～10年前 10 4 14 9 8 3 20

11～20年前 9 3 1 13 5 2 3 10
21～30年前 4 3 7 1 2 3
31～40年前 5 2 7 1 1
41～50年前 2 2 0
50年以上 3 1 4 0
不明 3 10 2 15 0

管理されていない 5 2 7 2 2 4
所有者 29 10 2 41 7 7 7 21
事業者 5 2 1 8 2 5 7
周辺住民 11 5 16 1 2 3
その他 5 4 9 4 2 6

週1回以上 12 12 1 1
月1回以上週1未満 3 3 6 2 2

月1回未満 17 17 3 37 4 9 7 20
その他 11 3 14 5 8 13
草刈り 19 18 3 40 2 7 4 13

空気の入れ替え 1 1 3 5 1 9
訪問者の対応 0 1 1 2
苦情の対応 2 2 0
その他 16 3 19 5 2 2 9

仲介されていない 12 12 5 5
所有者本人 30 15 2 47 6 6 7 19
事業者 3 5 1 9 2 5 7
周辺住民 2 1 3 1 1
その他 3 2 5 3 6 9
道路拡幅 14 14 0
転居・移転 7 7 3 1 4
所有者の死亡 3 3 1 2 3
所有者の高齢化 1 1 2 2
所有者の病気 0 1 1
後継者不足 1 1 2 2 2
災害 1 1 0

親から相続後売り出し中 1 1 1 1
賃貸借り手なし 0 2 2

固定資産税が増える
からそのまま

0 1 1 2

その他 12 5 2 19 2 1 3
身内で使用予定 6 2 8 1 2 3

希望があれば貸す予定 7 7 2 1 3
希望があれば売る予定 9 5 1 15 3 2 1 6

このままの予定 13 6 2 21 2 1 1 4
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件であった。道路拡幅事業が空地発生に与えた影響を確

認するため【前面道路幅員】に注目する。町家エリアで

は平均 5.9m で最も広く，屋敷エリアの南台，北台ではそ

れぞれ平均 4.8m，3.5m に留まっている。これは，道路拡

幅事業が行われた町家エリアで空地が発生していること

を裏付けている。。 

 空家について，城下町地区内には 43 件の空家が確認さ

れた。最も多くの空家が分布するエリアは南台で，19 件

であった。 

５. ヒアリング調査からみる空地・空家の現状 

現地調査により得られた空地・空家に対して，現地調

査では得ることのできない空地・空家の発生時期や発生

理由等を把握するためにヒアリング調査を行った（表 2）。 

 空地について，全空地 76 件のうち約半数の 36 件の所

有者にヒアリングすることができた。空地利活用の可能

性を探るため【今後の意向】に注目する。このままの予

定と回答した人は 21 件と最多であるが，希望があれば売

る予定は 15 件，次いで身内で使用予定が 8 件，希望があ

れば貸す予定が 7 件で多い結果となった。これより，賃

貸や売買を含め，何らかの利用を考えていることが多い

傾向にあることがわかる。 

空家について，全空家 43 件のうち所有者にヒアリング

できたのは 9 件で約 2 割に留まっており，周辺住民は 26

件，その他は 5 件である。現地調査で把握できない項目の

一つである【空家発生時期】は 1～10 年前が 20 件で最も

多く，次いで 11～20 年前が 10 件で多い結果となった。つ

まりこの 20 年で空家は急激に増加していることがわかる。 

６. 空地・空家の発生メカニズムの解明 

現地調査とヒアリング調査をもとに，空地・空家の発

生メカニズムを解明する。現地調査とヒアリング調査の

調査項目のうち，場所の特性を示す項目から，空地・空

家の発生に直接的な影響を与えたと考えられる項目の順

に「立地場所」，「敷地面積」，「直前の用途」，「発生時期」，

「発生理由」の 5 項目を，空地・空家発生メカニズムに

用いる指標とした（図 2）。そして，空地・空家発生メカ

ニズムのチェック項目を整理し，5 項目全てが明らかとな

っている空地・空家を「発生メカニズム」として定義し

た。城下町地区の空地には，25 パターンの空地発生メカ

ニズムが確認できた（表 3）。最も多くの空地が属するパ

ターンはパターン 5 であり，空地数は 7 件であった。パ

ターン 5 は，町家エリアに位置し，敷地面積が小程度（0

～383 ㎡）で空地になる直前の用途が店舗であった。また， 

 

 

 

 

 

 

発生時期が 1～20

年前であり，発生

理由は道路拡幅で

ある。次いで多い

のはパターン 10

であり，4 件の空

地が属している。

パターン 10 は，

町家エリアに位置

し，敷地面積は小

程度（0～383 ㎡），

空地になる直前の

用途は店舗併用住

宅である。発生時

期は 1～20 年前で

あり，発生理由は

道路拡幅であった。

このことから，城下町地区の空地の発生において，道路

拡幅事業は大きな影響を与えていると考えられる。空家

は，14 パターンの空家発生メカニズムが確認された。複

数の空家がみられたパターン 5 でも，空家数は 2 件のみ

であることから，城下町地区における空家の発生メカニ

ズムは空家によって異なることが明らかとなった。 

７. 総括 

城下町地区には，25 パターンの空地発生メカニズムと

14 パターンの空家発生メカニズムが確認できた。多くの

空地が属するパターン 5 の 7 件とパターン 10 の 4 件はど

ちらも，町家エリアに位置し，発生理由が道路拡幅であ

る。このことから，城下町地区の空地の発生において，

道路拡幅事業は何らかの影響を与えていると考えられる。

空家の発生メカニズムでは，空家数が偏ったパターンは

見受けられず，2 件より多い空家が属するパターンは存在

しなかった。また，現在空地・空家となっている土地に

ついて，何らかの利用を考えている所有者が多い傾向に

あることが明らかになった。 

今後は，これらの結果を活用して，具体的な空地・空

家の発生・増加を抑制するアクションプランの検討と，

現在空地・空家となっている土地の利活用方法について

の検討を行う必要があると考えられる。 
【補注】 

※1 1996 年に「身近なまちづくり支援街路事業」により，町屋が立ち並ぶ商店

街を形成する都市計画道路において，約 10m の道路拡幅を行った。 

※2 建築物（土地に対して小規模な倉庫・車庫を含まない）の立地しない土地。 

駐車場も含む。公園は地域への貢献度が高く，利活用がされているとみな 

せることから，空地としない。 
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図２ 空地・空家発生メカニズムのチェック項目 

表３ 空地・空家発生メカニズム一覧表 

パターン立地場所 敷地面積（㎡） 直前の用途 発生時期 発生理由 件数

1 町家 0～383 住宅 1～20年前 高齢化 1

2 町家 0～383 住宅 1～20年前 老朽化 3

3 町家 0～383 住宅 1～20年前 単純な転出 2

4 町家 0～383 住宅 21～40年前 老朽化 1

5 町家 0～383 店舗 1～20年前 道路拡幅 7

6 町家 0～383 店舗 1～20年前 高齢化 1

7 町家 0～383 店舗 1～20年前 老朽化 1

8 町家 0～383 店舗 1～20年前 単純な転出 1

9 町家 0～383 店舗 41年以上前 高齢化 1

10 町家 0～383 店舗併用住宅 1～20年前 道路拡幅 4

11 町家 0～383 空地 21～40年前 その他 1

12 町家 0～383 空地 41年以上前 その他 1

13 町家 0～383 その他 21～40年前 老朽化 1

14 町家 0～383 その他 1～20年前 老朽化 1

15 町家 383～969 店舗 1～20年前 道路拡幅 1

16 町家 383～969 店舗併用住宅 1～20年前 高齢化 1

17 町家 383～969 その他 1～20年前 道路拡幅 1

18 町家 383～969 その他 1～20年前 老朽化 2

19 町家 383～969 その他 21～40年前 その他 1

20 町家 383～969 その他 41年以上前 その他 1

21 町家 969～1952 店舗 21～40年前 道路拡幅 1

22 屋敷 0～383 住宅 1～20年前 その他 2

23 屋敷 0～383 空地 41年以上前 その他 1

24 屋敷 969～1952 住宅 21～40年前 高齢化 1

25 屋敷 969～1952 空地 1～20年前 その他 1

1 町家 0～76 住宅 11～20年前 高齢化 1

2 町家 0～76 店舗 11～20年前 高齢化 1

3 町家 0～76 店舗併用住宅 1～10年 高齢化 1

4 町家 76～194 住宅 11～20年前 高齢化 1

5 町家 76～194 店舗 1～10年 高齢化 2

6 町家 76～194 店舗併用住宅 11～20年前 単純な転出 1

7 町家 194～466 その他 21年以上前 老朽化 1

8 町家 194～466 住宅 1～10年 単純な転出 1

9 町家 194～466 住宅 1～10年 その他 1

10 屋敷 0～76 住宅 1～10年 その他 1

11 屋敷 0～76 住宅 11～20年前 その他 1

12 屋敷 0～76 住宅 21年以上前 その他 1

13 屋敷 76～194 住宅 11～20年前 高齢化 1

14 屋敷 76～194 住宅 11～20年前 その他 1

空
地

空
家
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